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３
月
１８
日
か
ら
４
月
１
日
に
か

け
、
市
町
村
合
併
に
よ
り
新
た
に

３２
市
が
誕
生
し
た
ほ
か
、
９
市
で

編
入
合
併
が
あ
っ
た
。

「
岩
出
市
」
が
単
独
施
行

ま
た
４
月
１
日
に
、
和
歌
山
県

い
わ

で

「
岩
出
市
」
が
単
独
で
市
制
施
行

し
た
。
こ
れ
は
、
旧
岩
出
町
が
人

口
５
万
人
を
超
え
た
こ
と
に
よ
る

も
の
。
人
口
増
に
よ
る
単
独
市
制

施
行
は
、
１４
年
４
月
１
日
の
千
葉

県
富
里
市
、
沖
縄
県
豊
見
城
市
以

来
４
年
ぶ
り
。

１８
年
４
月
１
日
時
点
に
お
け
る

全
国
の
市
数
（
東
京
２３
特
別
区
含

む
）
は
８
０
２
市
と
な
っ
た
。

新
市
の
概
要
は
４
面
に
掲
載
。

全
国
１
８
２
０
市
町
村
に

３
月
３１
日
で
旧
合
併
特
例
法
に

よ
る
財
政
支
援
措
置
等
の
適
用
期

限
を
迎
え
、
「
平
成
の
大
合
併
」

が
一
段
落
し
た
。

総
務
省
が
ま
と
め
た
全
国
の
市

町
村
合
併
の
進
捗
状
況
�
左
表
�

に
よ
る
と
、
１１
年
３
月
３１
日
現
在

で
３
２
３
２
あ
っ
た
市
町
村
（
う

ち
市
は
６
７
０
市
、
東
京
特
別
区

含
ま
ず
）
は
、
１８
年
４
月
１
日
で

１
８
２
０
団
体
と
な
っ
た
。
減
少

率
は
４３
・
７
％
。
都
道
府
県
別
に

見
る
と
、
減
少
率
が
最
も
高
い
の

は
広
島
県
で
７３
・
３
％
。
次
い
で

愛
媛
県
の
７１
・
４
％
、
長
崎
県
の

７０
・
９
％
な
ど
。
一
方
、
減
少
率

が
低
い
の
は
、
大
阪
府
の
２
・
３

％
、
東
京
都
の
２
・
５
％
な
ど
。

堺堺
市市
がが
指指
定定
都都
市市
にに

４
月
１
日
、
大
阪
府
堺
市
が
全

国
で
１５
番
目
の
政
令
指
定
都
市
と

な
っ
た
。
人
口
８３
万
。
指
定
都
市

と
な
る
こ
と
で
、
児
童
福
祉
、
生

活
保
護
等
の
事
務
事
業
で
都
道
府

県
並
み
の
権
限
が
与
え
ら
れ
る
。

全
国
市
議
会
議
長
会
は
５
月
２４

日
に
東
京
・
日
比
谷
公
会
堂
で
第

８２
回
定
期
総
会
を
開
催
す
る
。

総
会
で
は
、
正
副
議
長
・
議
員

の
永
年
勤
続
表
彰
の
ほ
か
、
地
方

行
政
委
員
会
な
ど
六
委
員
会
の
活

動
報
告
、
会
長
提
出
議
案
と
部
会

提
出
議
案
の
審
議
等
を
行
う
。

総
会
終
了
後
に

は
、
同
会
場
で
国

会
対
策
委
員
会
を

除
く
五
委
員
会
の

合
同
会
議
を
開
き
、
そ
れ
ぞ
れ
正

副
委
員
長
を
選
任
す
る
。

天
皇
陛
下
に
拝
謁

総
会
翌
日
、皇
居
で

定
期
総
会
翌
日
の
５
月
２５
日
、

皇
居
豊
明
殿
で
、
全
市
の
議
会
議

長
が
天
皇
陛
下
に
拝
謁
す
る
。
拝

謁
後
に
は
、
宮
中
三
殿
な
ど
の
特

別
参
観
も
行
わ
れ
る
。

地
方
部
会
総
会
開
催
へ

４
月
中
旬
か
ら

北
海
道
部
会
か
ら
九
州
部
会
の

九
地
方
部
会
は
、
４
月
中
旬
か
ら

５
月
上
旬
に
か
け
て
、
そ
れ
ぞ
れ

定
期
総
会
を
開
く
。

各
総
会
で
は
、
新
会
長
等
を
選

任
す
る
ほ
か
、
本
会
定
期
総
会
に

提
出
す
る
要
望
議
案
な
ど
を
決
定

す
る
。
各
部
会
総
会
の
開
催
日
と

開
催
市
は
次
の
と
お
り
。

▽
北
海
道
�
４
月
２５
日

帯
広
市

▽
東

北
�
４
月
２０
日

山
形
市

▽
北
信
越
�
４
月
２０
日

松
本
市

▽
関

東
�
４
月
２０
日

浦
安
市

▽
東

海
�
４
月
１８
日

静
岡
市

▽
近

畿
�
４
月
１３
日

柏
原
市

▽
中

国
�
４
月
２５
日

松
江
市

▽
四

国
�
５
月
９
日

徳
島
市

▽
九

州
�
４
月
２０
日

那
覇
市

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1611・12号４月５日平成18年
（2006年）

４月５日現在の市数
８０２市

うち
指定都市 １５市
中核市 ３６市
特例市 ３９市
一般市 ６８９市
特別区 ２３区

第８２回

定定
期期
総総
会会
開開
催催
へへ

本 会

５
月
２４
日
、日
比
谷
公
会
堂
で

全国の市町村合併の進捗状況

減少率
（％）

１５．１
４０．３
４０．７
４９．３
６３．８
２０．５
３２．２
４８．２
３２．７
４４．３
２２．８
３０．０
２．５
５．４
６８．８
５７．１
５３．７
５１．４
５４．７
３２．５
５７．６
４３．２
２８．４
５８．０
４８．０
３６．４
２．３
５４．９
１７．０
４０．０
５１．３
６４．４
６２．８
７３．３
６０．７
５２．０
６０．５
７１．４
３４．０
２８．９
５３．１
７０．９
４８．９
６９．０
２９．５
４９．０
２２．６
４３．７

（注）カッコ内は市数。１８年４月１日に単独市制施行
した和歌山県「岩出市」は除く

市町村数
平成１８年
４月１日現在
１８０（３５）
４０（１０）
３５（１３）
３６（１３）
２５（１３）
３５（１３）
６１（１２）
４４（３２）
３３（１４）
３９（１２）
７１（４０）
５６（３６）
３９（２６）
３５（１９）
３５（２０）
１５（１０）
１９（１０）
１７（ ９）
２９（１３）
８１（１９）
４２（２１）
４２（２３）
６３（３５）
２９（１４）
２６（１３）
２８（１４）
４３（３３）
４１（２９）
３９（１２）
３０（ ８）
１９（ ４）
２１（ ８）
２９（１５）
２３（１４）
２２（１３）
２４（ ８）
１７（ ８）
２０（１１）
３５（１１）
６９（２７）
２３（１０）
２３（１３）
４８（１４）
１８（１４）
３１（ ９）
４９（１７）
４１（１１）

１，８２０（７７８）

平成１１年
３月３１日現在
２１２（３４）
６７（ ８）
５９（１３）
７１（１０）
６９（ ９）
４４（１３）
９０（１０）
８５（２０）
４９（１２）
７０（１１）
９２（４３）
８０（３１）
４０（２７）
３７（１９）
１１２（２０）
３５（ ９）
４１（ ８）
３５（ ７）
６４（ ７）
１２０（１７）
９９（１４）
７４（２１）
８８（３１）
６９（１３）
５０（ ７）
４４（１２）
４４（３３）
９１（２１）
４７（１０）
５０（ ７）
３９（ ４）
５９（ ８）
７８（１０）
８６（１３）
５６（１４）
５０（ ４）
４３（ ５）
７０（１２）
５３（ ９）
９７（２４）
４９（ ７）
７９（ ８）
９４（１１）
５８（１１）
４４（ ９）
９６（１４）
５３（１０）

３，２３２（６７０）

都道府県

北海道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田
山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬
埼 玉
千 葉
東 京
神奈川
新 潟
富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野
岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀
京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和歌山
鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口
徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡
佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎
鹿児島
沖 縄
全 国

平
成
の
大
合
併

３／１８～４／１

３２市が誕生
全国の市町村数

４３．７％減に

大竹 邦実

（１） 平成１８年４月５日 第１６１１・１２号
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社社
会会
文文
教教
委委
員員
会会

１
�
三
位
一
体
改
革

三
位
一
体
改
革
は
、
昨
年
１１
月

末
の
「
政
府
・
与
党
合
意
」
に
よ

り
、
第
一
期
改
革
が
決
着
し
た
。

本
会
な
ど
地
方
六
団
体
が
中
学

校
分
８
５
０
０
億
円
の
廃
止
と
税

源
移
譲
を
求
め
て
い
た
義
務
教
育

費
国
庫
負
担
金
に
つ
い
て
は
、
中

央
教
育
審
議
会
が
現
行
負
担
率
堅

持
の
答
申
を
出
し
た
が
、
政
府
・

与
党
合
意
に
よ
り
、
小
中
学
校
分

全
体
の
国
の
負
担
割
合
が
２
分
の

１
か
ら
３
分
の
１
に
引
き
下
げ
ら

れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

生
活
保
護
費
負
担
金
に
つ
い
て

は
、
厚
生
労
働
省
が
負
担
率
引
き

下
げ
や
住
宅
扶
助
廃
止
な
ど
、
地

方
へ
の
負
担
転
嫁
に
過
ぎ
な
い
見

直
し
案
を
提
示
し
た
こ
と
か
ら
、

地
方
側
が
強
く
反
対
し
た
結
果
、

見
送
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

一
方
、
地
方
の
改
革
案
か
ら
除

外
し
て
い
た
児
童
扶
養
手
当
及
び

児
童
手
当
の
国
庫
負
担
率
が
３
分

の
１
に
引
き
下
げ
ら
れ
る
。

ま
た
、
建
設
国
債
対
象
経
費
で

あ
る
こ
と
を
理
由
に
財
務
省
等
が

税
源
移
譲
に
反
対
し
て
い
た
施
設

整
備
費
に
つ
い
て
は
、
税
源
移
譲

率
が
５
割
で
は
あ
る
も
の
の
、
公

立
文
教
施
設
や
社
会
福
祉
施
設
等

の
補
助
負
担
金
が
廃
止
・
縮
減
さ

れ
、
一
般
財
源
化
さ
れ
る
。

２
�
文
教
施
策

公
立
学
校
施
設
整
備
費
に
つ
い

て
は
、
三
位
一
体
改
革
に
関
連
し

て
一
部
が
廃
止
、
税
源
移
譲
さ
れ

る
。こ

の
ほ
か
、
児
童
・
生
徒
の
問

題
行
動
や
不
登
校
へ
の
対
応
と
し

て
、
ス
ク
ー
リ
ン
グ
・
サ
ポ
ー
ト

・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
整
備
事
業
や
問

題
行
動
に
対
す
る
地
域
で
の
行
動

連
携
推
進
事
業
等
が
推
進
さ
れ
る

と
と
も
に
、
特
別
支
援
教
育
（
障

害
児
教
育
）
に
つ
い
て
も
、
障
害

の
あ
る
子
ど
も
一
人
ひ
と
り
の
ニ

ー
ズ
に
応
じ
た
取
り
組
み
が
推
進

さ
れ
る
。

３
�
国
民
健
康
保
険
制
度
等

国
民
健
康
保
険
制
度
に
つ

い
て
は
、
高
額
医
療
費
共
同

事
業
の
交
付
基
準
額
を
現
行

の
７０
万
円
超
か
ら
８０
万
円
超

に
引
き
上
げ
た
上
で
１８
年
度

以
降
も
継
続
さ
れ
る
と
と
も

に
、
都
道
府
県
内
の
市
町
村

国
保
の
保
険
料
平
準
化
や
財

政
安
定
化
を
図
る
た
め
、
１

件
３０
万
円
以
上
の
医
療
費
に

つ
い
て
、
市
町
村
国
保
の
拠

出
に
よ
る
保
険
財
政
共
同
安

定
化
事
業
（
仮
称
）
が
創
設

さ
れ
る
。
こ
の
ほ
か
、
保
険

者
支
援
制
度
及
び
国
保
財
政

安
定
化
支
援
事
業
に
係
る
財

政
措
置
も
継
続
さ
れ
る
。

ま
た
、
本
委
員
会
が
市
町

村
を
保
険
者
と
し
な
い
よ
う

求
め
て
い
た
７５
歳
以
上
の
後

期
高
齢
者
の
医
療
制
度
に
つ

い
て
は
、
昨
年
１２
月
に
政
府
・
与

党
が
取
り
ま
と
め
た
医
療
制
度
改

革
大
綱
で
、
２０
年
度
に
独
立
し
た

医
療
制
度
を
創
設
し
、
そ
の
運
営

は
「
都
道
府
県
単
位
で
全
市
町
村

が
加
入
す
る
広
域
連
合
」
が
行
う

こ
と
と
さ
れ
た
�
上
図
参
照
。

４
�
介
護
保
険
制
度

１７
年
６
月
に
改
正
介
護
保
険
法

が
成
立
し
、
１８
年
度
か
ら
、
「
新

予
防
給
付
」
「
地
域
支
援
事
業
」

な
ど
に
よ
る
予
防
重
視
型
シ
ス
テ

ム
へ
の
転
換
、
地
域
密
着
型
サ
ー

ビ
ス
、
「
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ

ー
」
の
創
設
な
ど
、
新
た
な
サ
ー

ビ
ス
体
系
が
整
備
さ
れ
る
こ
と
か

ら
、
そ
の
着
実
な
実
施
を
図
る
た

め
の
所
要
措
置
が
講
じ
ら
れ
る
。

５
�
子
育
て
支
援
施
策

次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
の

た
め
、
児
童
手
当
制
度
の
対
象
年

齢
が
現
行
の
小
学
３
年
か
ら
６
年

に
引
き
上
げ
ら
れ
る
ほ
か
、
所
得

制
限
を
緩
和
し
支
給
率
が
お
お
む

ね
９０
％
ま
で
引
き
上
げ
ら
れ
る
。

就
学
前
の
教
育
と
保
育
を
一
体

と
し
て
捉
え
た
総
合
施
設
に
つ
い

て
は
、
１８
年
度
か
ら
都
道
府
県
知

事
に
よ
る
認
定
制
度
を
設
け
る
こ

と
な
ど
を
盛
り
込
ん
だ
新
法
が
、

今
通
常
国
会
に
提
出
さ
れ
た
。

６
�
社
会
福
祉
施
策

障
害
者
施
策
に
つ
い
て
は
、
１７

年
１０
月
、
障
害
の
種
類
に
か
か
わ

ら
ず
、
サ
ー
ビ
ス
の
一
元
化
と
就

労
支
援
な
ど
に
よ
り
、
障
害
者
の

自
立
し
た
生
活
を
支
援
す
る
こ
と

を
目
的
と
し
た
障
害
者
自
立
支
援

法
が
成
立
、
１８
年
度
か
ら
新
制
度

が
実
施
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
そ
の

円
滑
な
施
行
を
推
進
す
る
た
め
の

所
要
措
置
が
講
じ
ら
れ
る
。

年
金
制
度
に
つ
い
て
は
、
２１
年

度
ま
で
に
基
礎
年
金
の
国
庫
負
担

割
合
を
２
分
の
１
に
す
る
こ
と
が

法
律
に
明
記
さ
れ
て
い
る
。
こ
の

道
筋
に
沿
っ
て
、
１８
年
度
は
定
率

減
税
の
縮
減
等
に
よ
り
２
２
０
０

億
円
が
充
当
さ
れ
る
。

７
�
地
域
医
療
保
健
施
策

医
師
確
保
対
策
に
つ
い
て
は
、

１７
年
８
月
に
関
係
省
庁
連
絡
会
議

で
「
医
師
確
保
総
合
対
策
」
が
取

り
ま
と
め
ら
れ
た
。
ま
た
、
同
年

１２
月
に
は
同
会
議
の
下
に
設
置
さ

れ
た
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
が
、

小
児
科
・
産
科
に
お
け
る
医
療
資

源
の
集
約
化
・
重
点
化
の
推
進
に

向
け
た
対
策
を
取
り
ま
と
め
て
お

り
、
こ
れ
ら
の
内
容
が
医
療
制
度

改
革
関
連
法
案
や
１８
年
度
予
算
に

盛
り
込
ま
れ
て
い
る
。

ア
ス
ベ
ス
ト
対
策
に
つ
い
て

は
、
昨
年
末
に
健
康
被
害
者
の
救

済
、
未
然
防
止
の
対
応
等
の
総
合

対
策
が
取
り
ま
と
め
ら
れ
る
と
と

も
に
、
救
済
給
付
の
支
給
等
を
内

容
と
す
る
「
石
綿
に
よ
る
健
康
被

害
の
救
済
に
関
す
る
法
律
」
及
び

「
被
害
防
止
の
た
め
の
関
連
法
」が

今
通
常
国
会
で
成
立
し
て
い
る
。

８
�
生
活
環
境
施
策

容
器
包
装
リ
サ
イ
ク
ル
制
度
の

見
直
し
に
つ
い
て
は
、
分
別
収
集

等
に
係
る
自
治
体
と
事
業
者
の
費

用
負
担
の
適
正
化
を
要
望
し
て
い

た
が
、
事
業
者
が
容
器
包
装
リ
サ

イ
ク
ル
協
会
に
前
払
い
し
た
拠
出

金
が
、
リ
サ
イ
ク
ル
費
用
の
削
減

努
力
等
に
よ
り
余
っ
た
場
合
、
こ

れ
ま
で
は
事
業
者
に
全
額
返
還
し

て
い
た
も
の
を
、
新
制
度
で
は
自

治
体
と
事
業
者
が
折
半
す
る
こ
と

と
さ
れ
て
い
る
。

（
担
当
・
社
会
文
教
委
員
会
）

１７年度

本

会

委
員
会

活
動
結
果
の
概
要
�
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産産
業業
経経
済済
委委
員員
会会

１
�
農
林
漁
業
振
興
対
策

農
業
振
興
対
策
に
つ
い
て
は
、

平
成
１７
年
１０
月
に
「
経
営
所
得
安

定
対
策
等
大
綱
」
が
閣
議
決
定
さ

れ
た
。
同
大
綱
に
よ
り
、
現
在
、

全
農
家
に
対
し
品
目
別
に
講
じ
ら

れ
て
い
る
経
営
安
定
対
策
が
見
直

さ
れ
、
施
策
の
対
象
が
担
い
手
に

絞
ら
れ
る
。
ま
た
、
担
い
手
の
経

営
全
体
に
着
目
し
、
農
家
へ
の
直

接
支
払
い
制
度
が
導
入
さ
れ
る
な

ど
、
戦
後
の
農
業
施
策
が
抜
本
的

に
見
直
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。

農
業
生
産
条
件
の
不
利
を
補
正

す
る
中
山
間
地
域
等
直
接
支
払
制

度
は
、
継
続
し
て
実
施
さ
れ
る
。

林
業
振
興
対
策
に
つ
い
て
は
、

１８
年
度
が
、
現
行
の
「
森
林
・
林

業
基
本
計
画
」
の
見
直
し
時
期
に

該
当
す
る
た
め
、
現
在
、
林
野
庁

で
は
新
た
な
基
本
計
画
の
策
定
に

向
け
検
討
に
入
っ
て
い
る
。
新
計

画
で
は
、
伐
採
可
能
な
林
齢
に
な

り
つ
つ
あ
る
人
工
林
の
利
用
促
進

や
、
林
業
と
木
材
産
業
と
の
連
携

強
化
な
ど
が
焦
点
と
な
る
。

ま
た
、
昨
年
２
月
の
京
都
議
定

書
の
発
効
を
受
け
、
新
計
画
で
も

十
分
温
暖
化
防
止
に
留
意
さ
れ
る

方
向
に
あ
る
。

す
で
に
計
画
の
見
直
し
に
つ
い

て
は
林
政
審
議
会
に
諮
問
さ
れ
て

お
り
、
同
庁
で
は
本
年
９
月
に
も

答
申
を
得
た
い
と
し
て
い
る
。

漁
業
振
興
対
策
で
は
、
水
産
庁

は
、
１９
年
度
か
ら
の
次
期
漁
港
漁

場
整
備
長
期
計
画
に
つ
い
て
本
格

的
な
検
討
に
入
っ
て
お
り
、
７
月

に
も
水
産
政
策
審
議
会
に
諮
る
予

定
。
沿
岸
環
境
の
保
全
や
漁
獲
物

の
流
通
対
策
な
ど
が
重
点
的
な
課

題
と
し
て
想
定
さ
れ
て
い
る
。
１

月
に
諮
問
し
た
新
た
な
水
産
基
本

計
画
と
併
せ
、
１９
年
３
月
の
閣
議

決
定
を
目
指
し
て
い
る
。

ま
た
、
農
林
漁
業
等
共
通
対
策

で
は
、
少
子
・
高
齢
化
や
過
疎
化

等
に
よ
り
、
担
い
手
の
確
保
・
育

成
が
困
難
と
な
っ
て
い
る
こ
と
か

ら
、
各
種
施
策
が
実
施
さ
れ
る
。

う
ち
、
農
業
分
野
で
は
、
今
後
、

助
成
対
象
が
担
い
手
に
絞
ら
れ
る

こ
と
等
を
踏
ま
え
、
新
規
に
担
い

手
総
合
緊
急
支
援
事
業
が
実
施
さ

れ
る
。
林
業
分
野
で
は
、
緑
の
雇

用
担
い
手
対
策
事
業
を
引
き
続
き

実
施
。
森
林
の
保
全
・
整
備
に
意

欲
を
有
す
る
若
者
を
対
象
に
、
林

業
就
業
に
必
要
な
技
術
研
修
を
行

う
。
漁
業
分
野
で
は
、
都
市
部
の

若
者
を
主
な
対
象
と
し
た
漁
業
現

場
で
の
長
期
（
約
６
カ
月
）
研
修

に
よ
り
、
若
者
の
新
規
就
業
を
促

進
す
る
新
規
就
業
者
確
保
・
育
成

支
援
事
業
が
実
施
さ
れ
る
。

２
�
食
の
安
全
及
び
消
費
者
の
信

頼
確
保
対
策

食
に
対
す
る
安
全
と
安
心
を
確

保
す
る
た
め
、
農
林
水
産
省
で
は

科
学
に
基
づ
い
た
リ
ス
ク
管
理
を

行
っ
て
お
り
、
食
品
安
全
確
保
調

査
・
試
験
事
業
が
１８
年
度
に
新
た

に
実
施
さ
れ
る
。

食
品
表
示
の
適
正
化
で
は
、
Ｊ

Ａ
Ｓ
法
の
違
反
事
例
が
後
を
絶
た

な
い
た
め
、
食
品
表
示
適
正
化
総

合
対
策
事
業
が
拡
充
さ
れ
る
。

ま
た
、
消
費
者
の
信
頼
確
保
対

策
と
し
て
、
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ

・
シ
ス
テ
ム
の
普
及
を
促
進
さ
せ

る
た
め
、
ユ
ビ
キ
タ
ス
食
の
安
全

・
安
心
シ
ス
テ
ム
の
開
発
が
継
続

さ
れ
る
。

Ｂ
Ｓ
Ｅ
対
策
に
つ
い
て
は
、
米

国
側
の
ず
さ
ん
な
検
査
体
制
に
よ

り
再
び
米
国
産
牛
肉
の
輸
入
が
停

止
さ
れ
た
が
、
今
後
、
日
本
政
府

は
、
米
国
側
の
原
因
究
明
と
再
発

防
止
策
が
盛
り
込
ま
れ
た
報
告
書

を
見
極
め
、
輸
入
の
再
開
条
件
や

時
期
を
判
断
す
る
と
し
て
い
る
。

高
病
原
性
鳥
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ

対
策
で
は
、
昨
年
６
月
以
降
、
日

本
各
地
の
養
鶏
場
に
お
い
て
同
イ

ン
フ
ル
エ
ン
ザ
が
発
生
し
て
い
る

た
め
、
ま
ん
延
防
止
の
た
め
に
各

種
対
策
が
実
施
さ
れ
て
い
る
。

３
�
若
年
者
雇
用
対
策

失
業
・
無
業
の
若
者
へ
雇
用
関

連
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
ワ
ン
ス

ト
ッ
プ
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
事
業

に
つ
い
て
、
前
年
度
予
算
と
同
額

の
５２
億
５
千
万
円
が
確
保
さ
れ
て

い
る
。
さ
ら
に
、
小
学
校
の
段
階

か
ら
学
校
教
育
活
動
全
体
を
通
じ

て
、
働
く
こ
と
へ
の
意
識
向
上
を

目
的
と
す
る
「
地
域
自
立
・
民
間

活
用
型
キ
ャ
リ
ア
教
育
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
」
が
強
化
さ
れ
る
。

４
�
中
小
企
業
対
策
等

創
業
や
新
た
な
事
業
活
動
に
よ

り
市
場
に
挑
戦
す
る
個
人
や
中
小

企
業
に
対
し
、
引
き
続
き
、
中
小

企
業
新
事
業
活
動
促
進
法
に
基
づ

く
様
々
な
支
援
が
な
さ
れ
る
。
中

小
企
業
に
対
し
融
資
を
行
う
セ
ー

フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
貸
付
制
度
で
は
、

さ
ら
な
る
拡
充
に
つ
い
て
今
後
も

要
望
を
継
続
す
る
。

地
域
ブ
ラ
ン
ド
の
保
護
で
は
、

商
標
法
が
一
部
改
正
さ
れ
、
１８
年

４
月
１
日
か
ら
、
一
定
要
件
の
下

に
団
体
商
標
と
し
て
登
録
す
る
こ

と
が
可
能
と
な
る
。

中
心
市
街
地
の
再
生
に
つ
い
て

は
、
コ
ン
パ
ク
ト
な
ま
ち
づ
く
り

に
向
け
、
都
市
機
能
の
市
街
地
へ

の
集
約
と
、
中
心
市
街
地
の
「
に

ぎ
わ
い
」
回
復
に
一
体
的
に
取
り

組
む
市
街
地
に
対
し
、
重
点
的
な

支
援
が
行
わ
れ
る
。

な
お
、
皮
革
排
水
処
理
経
費
に

対
す
る
財
政
支
援
の
抜
本
的
改
善

に
つ
い
て
は
、
要
望
実
現
に
は
至

ら
な
か
っ
た
た
め
、
引
き
続
き
要

望
を
継
続
す
る
。

５
�
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策

京
都
議
定
書
目
標
達
成
計
画
な

ど
で
掲
げ
ら
れ
た
２２
年
度
の
新
エ

ネ
ル
ギ
ー
導
入
目
標
の
達
成
に
向

け
、
風
力
発
電
や
燃
料
電
池
な
ど

新
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
入
促
進
が
図

ら
れ
る
。
ま
た
、
同
年
度
以
降
を

見
据
え
た
、
革
新
的
な
技
術
開
発

に
つ
い
て
も
推
進
さ
れ
る
。

石
油
貯
蔵
施
設
関
連
で
は
、
石

油
貯
蔵
施
設
立
地
対
策
等
交
付
金

が
前
年
度
と
ほ
ぼ
同
額
の
６４
億
円

を
確
保
。
石
炭
対
策
関
連
で
は
、

１８
年
度
を
も
っ
て
最
終
年
度
を
迎

え
る
「
炭
鉱
技
術
移
転
５
カ
年
計

画
」
が
着
実
に
実
施
さ
れ
る
。

６
�
鉱
業
法
改
正
の
検
討

現
行
の
鉱
業
法
は
、
昭
和
２６
年

に
施
行
さ
れ
て
お
り
、
自
然
と
の

共
生
社
会
を
目
指
す
現
代
に
お
い

て
は
相
反
す
る
内
容
で
あ
る
こ
と

か
ら
、
自
然
環
境
の
保
全
を
現
行

法
の
中
に
盛
り
込
む
よ
う
求
め
て

き
た
が
、
実
現
に
は
至
ら
な
か
っ

た
。
よ
っ
て
、
引
き
続
き
要
望
を

継
続
す
る
。

７
�
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法

リ
サ
イ
ク
ル
料
金
の
前
払
い
制

を
求
め
て
き
た
が
、
実
現
に
は
至

ら
な
か
っ
た
た
め
、
今
後
も
引
き

続
き
要
望
を
継
続
す
る
。

ま
た
、
製
品
の
開
発
・
製
造
段

階
に
お
い
て
リ
サ
イ
ク
ル
に
配
慮

す
る
よ
う
関
係
業
界
へ
の
指
導
を

求
め
て
き
た
が
、
そ
の
取
り
組
み

は
不
十
分
な
た
め
、
引
き
続
き
要

望
を
継
続
す
る
。

８
�
治
山
事
業
の
実
施

度
重
な
る
山
地
災
害
の
発
生
を

踏
ま
え
、
災
害
の
危
険
性
の
高
い

箇
所
等
に
一
層
の
重
点
化
を
進
め

る
な
ど
、
安
全
で
安
心
で
き
る
暮

ら
し
の
実
現
に
向
け
、
引
き
続
き

治
山
対
策
が
推
進
さ
れ
る
。

ま
た
、
山
地
災
害
等
に
よ
り
交

通
網
が
遮
断
さ
れ
、
防
災
対
策
上

重
要
な
施
設
が
孤
立
す
る
お
そ
れ

の
あ
る
地
域
等
に
お
い
て
、
孤
立

防
止
や
集
落
の
安
全
確
保
を
図
る

た
め
、
孤
立
型
集
落
緊
急
防
災
対

策
が
講
じ
ら
れ
る
。

（
担
当
・
産
業
経
済
委
員
会
）
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議議

会会

人人

事事

議議
会会
所所
在在
地地
変変
更更

▼
議
長

▽
新
座

並
木

傑
（
２
・
２４
）

▽
三
豊

香
川

努
（
２
・
２８
）

▽
舞
鶴

桜
井

裕
（
３
・
１
）

▽
大
野

島
口
敏
榮
（
３
・
６
）

▽
那
珂

會
澤

明
（
３
・
６
）

▽
橿
原

竹
田
清
喜
（
３
・
６
）

▽
境
港

渡
辺
明
彦
（
３
・
６
）

▽
伊
賀

葛
原
香
積
（
３
・
７
）

▽
橋
本

上
田
順
康
（
３
・
８
）

▽
町
田

黒
木
一
文
（
３
・
９
）

▽
日
野

江
口
和
雄
（
３
・
９
）

▽
弘
前

町
田
藤
一
郎
（
３
・
１０
）

▽
か
ほ
く

山
田
孝
一
（
３
・
１０
）

▽
御
坊

向
井
孝
行
（
３
・
１０
）

▽
久
慈

菊
地
文
一
（
３
・
１６
）

▽
白
山

村
山
一
美
（
３
・
１７
）

▽
加
須

加
村
金
一
（
３
・
１７
）

▼
副
議
長

▽
新
座

小
鹿
伸
衛
（
２
・
２４
）

▽
三
豊

近
藤
賢
司
（
２
・
２８
）

▽
那
珂

岩
上
昌
和
（
３
・
６
）

▽
橿
原

岡

史
朗
（
３
・
６
）

▽
境
港

米
村
一
三
（
３
・
６
）

▽
橋
本

杉
本
雅
英
（
３
・
８
）

▽
町
田

田
中
修
一
（
３
・
９
）

▽
弘
前

清
野
一
榮
（
３
・
１０
）

▽
か
ほ
く

西
田
正
剛
（
３
・
１０
）

▽
日
野

中
谷
好
幸
（
３
・
１０
）

▽
御
坊

佐
野
義
機
（
３
・
１０
）

▽
久
慈

嵯
峨
力
雄
（
３
・
１６
）

▽
白
山

杉
本
典
昭
（
３
・
１７
）

▽
加
須

岩
井
道
雄
（
３
・
１７
）

▽
鶴
ヶ
島

藤
原
建
志
（
３
・
１７
）

▼
事
務
局
長

▽
三
豊

木
下

実
（
２
・
２８
）

▽
橋
本

浦
木

博
（
３
・
８
）

▽
弘
前

尾
崎
善
造
（
３
・
１０
）

▽
久
慈

嵯
峨

哲
（
３
・
１６
）

▽
江
戸
川

石
出
信
二
（
３
・
１９
）

▽
北
秋
田
市
（
秋
田
県
）

〒
０
１
８
―
３
３
９
２

北
秋
田
市
花
園
町
１９
番
１
号

FAX
０
１
８
６（
６
２
）４
８
４
５

※
電
話
番
号
は
変
更
な
し

３５
（在任特例）

４３
（在任特例）

７６
（在任特例）

６４
（在任特例）

６６
（在任特例）

３０

５３
（定数特例）

３０

３１
（在任特例）

２６

３０

２６

３２
（在任特例）

１８

※「岩出市」は単独での市制施行

編入合併した市

議員定数
人

４９
（定数特例）

４１
（定数特例）

３７
（定数特例）

５４
（在任特例）

６１
（在任特例）

３２

４９
（定数特例）

５４
（定数特例）

３６

富岡市、妙義町

笠懸町、大間々町、東
村

佐原市、山田町、栗源
町、小見川町

成東町、山武町、松尾
町、蓮沼村

山田市、稲築町、碓井
町、嘉穂町

本渡市、牛深市、有明
町、御所浦町、倉岳町、
栖本町、新和町、五和
町、天草町、河浦町

古川市、松山町、三本
木町、鹿島台町、岩出
山町、鳴子町、田尻町

気仙沼市、唐桑町

黒部市、宇奈月町

伊那市、高遠町、長谷
村

加津佐町、口之津町、
南有馬町、北有馬町、
西有家町、有家町、布
津町、深江町

国見町、国東町、武蔵
町、安岐町

弥富町（編入後、市制
施行）、十四山村

岩出町

合併関係市町村

相模原市、津久井町、
相模湖町

大津市、志賀町

阿南市、那賀川町、羽
ノ浦町

岩見沢市、栗沢町、北
村

成田市、下総町、大栄
町

大垣市、上石津町、墨
俣町

姫路市、香寺町、安富
町、家島町、夢前町

静岡市、蒲原町

佐世保市、宇久町、小
佐々町

とみおか

富岡市

みどり市

かと り

香取市

さん む

山武市

か ま

嘉麻市

あまくさ

天草市

おおさき

大崎市

けせんぬま

気仙沼市

くろ べ

黒部市

い な

伊那市

みなみしまばら

南島原市

くにさき

国東市

やと み

弥富市

いわ で

岩出市 ※

新市名

相模原市

大津市

阿南市

岩見沢市

成田市

大垣市

姫路市

静岡市

佐世保市

群馬県

〃

千葉県

〃

福岡県

熊本県

宮城県

〃

富山県

長野県

長崎県

大分県

愛知県

和歌山県

県 名

神奈川県

滋賀県

徳島県

北海道

千葉県

岐阜県

兵庫県

静岡県

長崎県

３月２７日

〃

〃

〃

〃

〃

３月３１日

〃

〃

〃

〃

〃

４月１日

〃

合併日

３月２０日

〃

〃

３月２７日

〃

〃

〃

３月３１日

〃

新たに誕生した市

議員定数
人

３９
（在任特例）

５３
（在任特例）

３０

２５

５５
（在任特例）

３０

２４

４４
（在任特例）

１１３
（在任特例）

４２
（在任特例）

２６

３４
（在任特例）

４４
（在任特例）

２８

２４

８９
（在任特例）

３６
（在任特例）

３２
（在任特例）

５０
（在任特例）

合併関係市町村

安中市、松井田町

笠間市、友部町、岩間
町

今市市、日光市、足尾
町、藤原町、栗山村

富浦町、富山町、白浜
町、千倉町、丸山町、
和田町、三芳村

燕市、吉田町、分水町

三国町、丸岡町、春江
町、坂井町

師勝町、西春町

社町、滝野町、東条町

岩国市、由宇町、玖珂
町、周東町、錦町、美
川町、美和町、本郷村

甘木市、杷木町、朝倉
町

神埼町、千代田町、脊
振村

小林市、須木村

名瀬市、笠利町、住用
村

能代市、二ツ井町

金光町、鴨方町、寄島
町

飯塚市、筑穂町、穂波
町、庄内町、頴田町

名寄市、風連町

伊奈町、谷和原村

小川町、美野里町、玉
里村

新市名

あんなか

安中市

かさ ま

笠間市

にっこう

日光市

みなみぼうそう

南房総市

つばめ

燕市

さか い

坂井市

き た な ご や

北名古屋市

かと う

加東市

いわくに

岩国市

あさくら

朝倉市

かんざき

神埼市

こばやし

小林市

あま み

奄美市

のし ろ

能代市

あさくち

浅口市

いいづか

飯塚市

なよ ろ

名寄市

つくばみら
い市

お み た ま

小美玉市

県 名

群馬県

茨城県

栃木県

千葉県

新潟県

福井県

愛知県

兵庫県

山口県

福岡県

佐賀県

宮崎県

鹿児島県

秋田県

岡山県

福岡県

北海道

茨城県

〃

合併日

３月１８日

３月１９日

３月２０日

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

３月２１日

〃

３月２６日

３月２７日

〃

〃
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